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「子どもの貧困」に対する
当会の問題意識 ～2017年から2023年まで～

2023年9月1日
第15回大阪市子どもの貧困対策推進本部会議
一般社団法人関西経済同友会

第15回こどもの貧困対策推進本部会議 資料1－3



・第55回関西財界セミナー （通称：財セミ）

・「子どもの貧困」分科会を設置。
・財セミ史上、初めて「貧困」をテーマに据えた。

2017年の問題意識



第55回関西財界セミナー宣言（抜粋）

• われわれは、６人に１人と言われる「子供の貧困」の拡大に強い懸念を

覚える。

• この「貧困の連鎖」の放置が社会の基盤を崩壊させ、日本の経済成長

を阻害し、企業経営環境を悪化させることにも強い危機感を抱く。

個人の責任に帰属しない貧困･格差の是正や平等な機会の提供、教育

のあり方も含め、社会全体で取り組んでいく。

• 企業はNPOや行政との連携を深め、社会のあり方の変革「ソーシャル

イノベーション」を実現することで、問題解決を図る。
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https://www.kansaidoyukai.or.jp/event/%E7%AC%AC55%E5%9B%9E-%E9%96%A2%E8%A5%BF%E8%B2%A1%E7%95%8C%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC%E3%82%92%E9%96%8B%E5%82%AC/


図表1 子どもの貧困率の推移

（出所） 厚生労働省（2013）「国民生活基礎調査」
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図表2 OECD諸国の子どもの貧困率（2010年）

（出所） 内閣府（2014）「子ども・若者白書」
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OECD諸国のひとり親家庭の貧困

（出所）
内閣府（2014）「子ども・若者白書」
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先進国の相対的所得ギャップ



• この「貧困の連鎖」の放置が社会の基盤を崩壊させ、日本の経済成長

を阻害し、企業経営環境を悪化させることにも強い危機感を抱く。
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• 貧困の連鎖を放置した場合の経済的・社会的損失は、

→42兆9,000億円 の所得減（GDPの約1割）

→15兆9,000億円 の財政収入減（国家予算の約半分）

• 将来的には、優秀な人材が減少・枯渇 ＋ 国内市場の縮小

• 将来的には、社会保障費の支出増大による増税

→企業にとっては、経営環境に関わってくる問題。

2017年当時の問題意識



2023年の問題意識
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・・・・・・・「安いニッポン」という現実に直面

OECD各国の平均賃金
（2021年･ドル換算）
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OECD各国の平均賃金推移（ドル換算）
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2023年の問題意識

・「物価」が安くなった

・「ひと」（給与＝人件費）が

安くなった

・「ニッポン」を安くしてしまった。



・第61回関西財界セミナー
・分科会テーマは「30年間、我々は何を間違ってきたのか？」

2023年の問題意識



大人の貧困

2023年の問題意識
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子どもの貧困
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貧困対策へのアプローチ

• われわれは、６人に１人と言われる「子供の貧困」の拡大に強い懸念を覚える。

• この「貧困の連鎖」の放置が社会の基盤を崩壊させ、日本の経済成長を阻害

し、企業経営環境を悪化させることにも強い危機感を抱く。 個人の責任

に帰属しない貧困･格差の是正や平等な機会の提供、教育のあり方も含め、

社会全体で取り組んでいく。

•企業はNPOや行政との連携を深め、社会のあり方の変革

「ソーシャルイノベーション」を実現することで、問題解決を図る。

第55回関西財界セミナー宣言【再掲】
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貧困対策へのアプローチ

自 助 共 助 公 助

商 助
ソーシャルビジネス
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低 中 高

社会課題解決の官・民の役割

高

中

低

問
題
の
難
易
度

問題の普遍性

経済合理性限界曲線

採算性が無い領域
＝行政サービスで対応

採算性がある領域
＝ビジネス・資本主義で対応

出所:山口周『ビジネスの未来 エコノミーにヒューマニティを取り戻す』2020年。プレジデント社。
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低 中 高

社会課題解決の官・民の役割

高

中

低

問
題
の
難
易
度

問題の普遍性

経済合理性限界曲線

採算性が無い領域
＝行政サービスで対応

採算性がある領域
＝ビジネス・資本主義で対応

経済合理性限界曲線’

経済限界曲線を押し上げる
＝ソーシャルイノベーション

出所:山口周『ビジネスの未来 エコノミーにヒューマニティを取り戻す』2020年。プレジデント社より作図
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事例① 学費の問題 × AI × ブロックチェーン

日本最大の奨学金数（15,000件）を掲載した奨学金サイト
h t t p s : / / g a x i . j p /

• ブロックチェーン/AIの技術で世界基準の奨学金を運営
できるマネジメントプラットフォーム「SCHOL（スカラ）」
を提供するスタートアップ。

• 「SCHOL」は奨学金運営を一貫して可能にするクラウド
型奨学金マネジメントプラットフォームで、設計組成から
告知募集、選考管理及びコミュニティづくり等の後工程
フォローまで網羅。

• 同社は日本の奨学金は年間2兆円といわれている一方、
その大半が返済が必要な貸与型である点に課題感をもち、
学生負担の少ない奨学金環境を作り出すことで、日本の
未来を担う若者が自由に、やる気のまま挑戦/成長できる
世界の実現を目指す。

https://gaxi.jp/
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事例② ホームレス支援 × サブスク

食の支援で命を繋ぐサブスクリプション
「EAT AND DELIVER」 h t t p s : / / t e t s u t a r o u . c o m / e a t _ d e l i v e r / i n d e x . h t m l

• 飲食店持続化のための支援と生活困窮者への支援を行なう
プロジェクト。

• 応援者は、お店が発行する定額リターン 3,000円・5,000
円・10,000円 からランクを選び、1か月の間に定額範囲で
飲食を楽しめる。

• もし期限内に利用がなかった場合、その未使用分のリターン
を翌月に弁当や食材に変えて、支援を必要とする方々に
直接、またはNPO団体を通じて届けられる。

×

出所：イーデリウェブサイトより（写真も）

https://tetsutarou.com/eat_deliver/index.html
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①経済合理性限界曲線を押し上げるのが、
（ソーシャル）イノベーション

②ソーシャルイノベーションを起こすのが、
（ソーシャル）イノベーター

③イノベーションを志す人たちが集まるエコシステムを構築する。

まとめ ～当会の問題意識～

企業はNPOや行政との連携を深め、社会のあり方の変革
「ソーシャルイノベーション」を実現することで、問題解決を図る。
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行政が把握／直面している問題、
課題解決におけるボトルネック（できない理由）を、
スタートアップ（ベンチャー企業）に提示。
→「リバースピッチ」（例：【大阪市 官民連携】 リバースピッチ＆マッチング）

まとめ ～行政･NPOとの連携による、子どもの貧困解決に向けて～

【事例】東京都「キングサーモンプロジェクト」。
→スタートアップから有望なソリューションの提示があれば、
行政が、その【ファーストカスタマー】に。

→行政に採用されることが、大きな実績となり、成長。
→社会課題への対策コストの低減も達成。

https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2023/06/02/06.html
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企 業

行 政

いのち輝く都市・大阪の実現を。
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ご清聴ありがとうございました。
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